
外郭団体の評価に係る基本調書

＜団体の概要＞

＜人員配置＞

0 人 2 人 8 人 6 人 7 人 0 人 0 人

8 人 8 人 3 人 3 人 1 人 0 人

令和７年４月１日現在

出資率

0.5%

0.2%

0.1%

相模原造園協同組合

相模原市緑化木生産組合

相模原中ロータリークラブ

出資額（千円）

1,000

500

300

合計 68

理事は2年、監事は4年

4,803,520円

正規職員 25
他法人等からの

派遣職員 嘱託職員0 43

基本財産

人数

内市退職職員数

常勤理事 1

名　称

常勤理事

正規職員平均給料

給与体系

職
員

正規職員平均年齢

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代

0

0

％

42.5歳

団体独自 成果主義、能力主義に基づく給与体系

68 合計

役
員

設立年月日

市所管課

団体名

所在地

事業内容

設立目的

206,578 千円

市
以
外
の

主
な
出
資
者

設立根拠

設立者

　(1) 都市施設その他の都市環境の形成に必要な施設の整備に関する事業
　(2) 都市施設その他の都市環境の形成に必要な用地の整備に関する事業
　(3) 都市機能の維持及び増進に関する事業
　(4) 豊かな市民生活の形成及び地域の振興に関する事業
　(5) みどり豊かなまちづくりの推進に関する事業
　(6) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

誰もが安全で安心して心豊かに暮らせるまちづくりを推進するため、都市環境の形成に必
要な都市施設やみどりに関する事業等を行い、もって地域社会の健全な発展と市民の福祉
の向上に寄与する。

公益財団法人相模原市まち・みどり公社

相模原市中央区富士見６丁目６番２３号

整備法第４４条

昭和37年6月14日設立、平成23年4月1日公益法人化、平成26年4月1日みどりの協会と合併
し、公益財団法人相模原市まち・みどり公社に改称し、現在に至る。

相模原市

総務局　総務法制課

市の出資額

出資率

202,000 千円

97.8

採用方法 公募により採用(令和6年度は1名採用)

評
議
員

人数 評議員 10

任期 4年

任期

常勤役員平均報酬

非常勤監事

非常勤監事

2

内市退職職員数 評議員 1

01

非常勤理事

非常勤理事

9

0

常勤監事

常勤監事

99

正規職員 27
他法人等からの

派遣職員 0 嘱託職員 46 合計 73

正規職員役職構成
係員級 係長級 課長補佐級

50歳代 60～65歳 66歳以上
正規職員年齢構成

課長級 参事級 部長級

4,109,343 正規職員平均手当 2,858,331

令和6年度

令和5年度

令和4年度

人数

正規職員 31
他法人等からの

派遣職員 0 嘱託職員
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＜組織及び分掌事務＞

公益財団法人 相模原市まち・みどり公社 組織図 令和７年４月１日現在

(＊)

(14) 【藤野やまなみ温泉】

(26) 相模原駅北口自転車駐車場
(13) 北市民健康文化センター

自転車駐車場グループ

凡例
(32)

(8) 北総合体育館

(9) 新磯ふれあいセンター

監

事

事

業

推

進

課

(12)

(10) 相模の大凧センター

老人福祉センター若竹園

【古淵鵜野森公園】

み

ど

り

推

進

課

花
苗
生
産
セ
ン
タ
ー

理

事

会

事

務

局

(5) 【大野台南テニスコート】

(6) 銀河アリーナ

総合体育館

評

議

員

会

けやき会館

市民ロビー相模大野

(1) 淵野辺公園
(15)

(2) 相模原球場

(3) 鹿沼公園

相模大野駅北口自転車駐車場

(33)

谷口北口自転車駐車場

総

務

課

【津久井又野公園】

【相模湖林間公園】

【名倉グラウンド】

(16)

(4)
【ふじのマレットゴルフ場】

相模原駅南口自転車駐車場

(24) 橋本駅南口第１自転車駐車場

(25) 橋本駅南口第２自転車駐車場

【小倉テニスコート】

(20)

相模原北公園スポーツ広場(＊)(21)

谷口南口自転車駐車場

(35)
【 】

(11)

相模大野駅西側自転車駐車場

(31)

淵野辺駅南口第２自転車駐車場

(29)

(30)

淵野辺駅南口第１自転車駐車場

(17)

老人福祉センター渓松園

矢部駅北口自転車駐車場

【小倉プール】

(28)

(27)

(22) 橋本駅北口第１自転車駐車場

(23) 橋本駅北口第２自転車駐車場

(18)

(19)

橋本駅南口バイク駐車場(＊)

:指定管理者施設※

:職員配置のない施設

:構成団体管理施設

津久井グループ

(7)

相武台前駅北口自転車駐車場

(34)
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＜人材育成＞

そ
の
他

＜情報発信＞

そ
の
他

＜保有施設の状況＞

名称(築年数)・所在地 市民ロビー相模大野(築３６年)　相模原市南区相模大野4-5-1-201

機能 相模大野ギャラリー、賃貸施設

施設の保有の有無 有

修繕計画の有無 無

修繕計画の主な内容

保
有
施
設 機能 賃貸施設、一般の使用に供する施設

名称(築年数)・所在地 けやき会館(築３９年)　相模原市中央区富士見6-6-23

Ｓ
Ｎ
Ｓ

開設の有無 有

開設しているＳＮＳ ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＬＩＮＥ、Ｘ

管理している施設の情報、緑化の普及啓発の情報等

施設利用者等、市民一般

主な掲載内容

ターゲット層

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

開設の有無 有

ＵＲＬ https://www.sagamiharashi-machimidori.or.jp/

情
報
紙

発行の有無

名称

ターゲット層 施設利用者、市民一般

有

管理している施設の情報、定款・財務諸表・事業計画等の情報公開主な掲載内容

主な掲載内容 管理施設の自主事業や緑化推進事業の実施報告、みどりに関する地域活動のPR等

ターゲット層 施設利用者、市民一般

①まち・みどり公社ニュース
②機関紙「さがみはらグリーン」

令和6年度
①1回　97部
②2回　10,000部

令和5年度
①3回　291部
②2回　10,000部

令和4年度
①7回　679部
②2回　10,000部

職
員
評
価

評価の主な視点

その他実施し
ていること

・業務に関連する資格の取得について奨励金を交付している。
・業務改善提案の奨励、ほう賞を行っている。

令和4年度 246

主な研修の名称

受講人数 令和6年度 84 令和5年度 365

33 令和4年度 50

研
修

実施回数 令和6年度 39 令和5年度

接遇研修、不祥事防止研修、普通救命講習など

評価制度の有無

業績評価、能力・行動評価

有

発行部数

その他実施し
ていること

閲覧用に財務諸表等を法人事務局に備え置いている。

保
有
施
設
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＜経営計画＞

＜主な実施事業＞

確定事業費(千円) 78,519

事
業
説
明

内容 賃貸施設の運営及び大樹の間を含む一般利用施設の貸出

成果

相模原市役所の出先庁舎的な機能を果たすなど、賃貸施設として安定的な賃料収入の確保
に努めるとともに、一般施設である大樹の間において、利用環境を整備（フリ―Ｗｉ－Ｆ
ｉや照明設備のＬＥＤ化）した利用者サービスの提供により、利用率及び収入の増加を
図った。

課題
老朽化した設備の大規模修繕や、建替え等を含めた運営の継続に加え、施設の利用料金及
び利用方法などの管理運営方法の見直しについて検討が必要。

事業名称 けやき会館運営事業

区分 公益 自主

指定期間の更新時において、再指定されるような指定管理者としての競争力の向上

公益 市からの受託

事
業
説
明

内容

成果

課題

確定事業費(千円) 1,173,697

相模原市から指定管理者の指定を受けている公園施設、スポーツ・レクリエーション施
設、福祉施設、駐車場等の管理・運営業務

現指定管理者として、市民ニーズを捉えた魅力ある自主事業を実施するとともに、公共施
設の新たな管理手法（ＰＦＩ事業等）の研究に取り組んだ。

区分

主な内容
公社を取り巻く現状と課題、中長期的な取組みの方向性（公益性の拡充、収益力の向上、
活動基盤の強化）など

令和５年度から令和９年度までの５年間

時代の変化を的確に捉え、より一層効果的・効率的な運営を行うとともに、相模原市の施
策との連動性を高め、公益財団法人として多様化する市民ニーズに対応した「公益性の拡
充」や公益目的事業を補完する「収益力の向上」及び人材育成や事務効率の向上などによ
る「活動基盤の強化」などに取り組む。

公益性の拡充として、指定管理者事業の継続実施及び拡充、緑化推進事業の見直し及び拡
充を図るほか、新たな公益目的事業の創出などに努める。
また、これらを補完するため、直営駐車場・駐輪場の運営の新たな検討や見直し、花苗セ
ンターの効率的な生産・運営体制の検討及び新たな収益事業の創出などにより収益力の向
上を図るとともに、効果的な人員配置及び職員の専門性の向上、職員が働きやすい環境の
整備などによる活動基盤の強化を図る。

計画期間

団体の役割・使命

団体の将来あるべき姿

事業名称 指定管理者事業

計画の策定 有

計画の名称 公益財団法人相模原市まち・みどり公社経営計画
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＜団体運営に対する考え方＞

外郭団体としての必要性、役割

指定管理者事業や自社保有物件の管理運営に加え、緑化推進事業の推進、さらに、公益目的事業を補完するため
の収益事業により、地域社会の健全な発展と市民の福祉の向上に寄与する。

公益的使命の達成について

確定事業費(千円) 49,899

事
業
説
明

内容 みどり豊かなまちづくりの推進を図るための緑化や自然環境に資する事業の実施

成果
既存事業の拡充や自主財源確保に取り組んだほか、「相模大野ステーションピアノ」への
共催や「全国都市緑化かわさきフェア」の花壇出展協力等を通じて、緑化意識の普及啓発
に努めた。

課題
補助金に代わる自主財源の確保や事業の見直し。緑化推進に関する専門性を持った職員の
育成。

事業名称 みどり豊かなまちづくりの推進に関する事業

区分 公益 自主

○現状と将来のあるべき姿

基幹事業である指定管理者事業のほか、みどり豊かなまちづくりを推進するための各種事業について、積極的な
展開を図っているが、とりわけ、指定管理者事業は原則５年間という指定期間であり、民間事業者との競争激化
や賃金の上昇、人手不足、物価高騰やＤＸの推進、情報セキュリティリスクへの対応など新たな経営課題も浮上
する中で、社会経済情勢の変化に伴う市民ニーズの変化に的確に対応するための外郭団体の役割や機能、在り方
の見直しとともに、健全経営や自立化の促進など、経営改革のための更なる取組が求められている。今後は、
PFI事業等の新たな公共施設の管理手法の調査・研究を進めるとともに、市の施策との連動性を高め、現在の指
定管理者事業以外の新たな公益目的事業の創出に向けた検討が必要である。

○今後の取組

団体
公益財団法人として、多様化する市民ニーズに対応した「公益性の拡充」と公益目的事業を補
完する「収益力の向上」及び人材育成や事務効率の向上などによる「活動基盤の強化」に重点
を置いた取組の方向性を定め、引き続き、地域の活性化と市民サービスの向上に寄与する。

所管課 市の施策との連動性が高められるように可能な限り市の施策に係る情報を提供していく。
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○現状と将来のあるべき姿

これまで、管理経費の削減に向けた取組に加え、組織全体として、効率的、効果的な法人運営、職員の人材育成
に向けた各種取組に努めている。
引き続き、業務内容や事務分担、人員配置の見直しにより、事務局及び施設の効果的、効率的運営に努めるとと
もに、職員個々の専門性向上、職員が働きやすい環境の整備、さらには、ＩＣＴの利活用の促進と情報セキュリ
ティの強化に努める。

事業の再整理・重点化について

団体
新たな公共施設の管理手法の調査・研究、他の団体と連携した事業の推進、さらには、民間事
業者の参入が難しい市の施策の担い手として役割を果たしていく。

所管課
新たな事業や強みを持つ分野の取組状況を確認し助言を行うとともに、発展が見込める分野に
おいては、発展に向けての支援を行っていく。

○現状と将来のあるべき姿

長年に渡り培ってきた公共施設の管理運営に係るノウハウや、緑化推進に関する事業の実績を踏まえ、今後も引
き続き、こうした強みを持つ分野への取組を推進するとともに、市と目指すべきまちづくりの方向性や課題等を
共有し、市総合計画に掲げる６つの「目指すまちの姿」の実現に資するため、令和６年度に発足させたプロジェ
クト体制において、時代に即した新たな事業を検討するとともに、求められる役割や機能を再整理する。

○今後の取組

所管課 経営状況の見直しや収益事業の拡充、収益力が向上するように支援を行っていく。

財政状況の改善について

団体

「職員の専門性向上」では各職員のキャリアパスを想定した人材育成方針の策定、「職員が働
きやすい環境の整備」では多様なワーク・ライフ・バランスの実現等の確保、「ＩＣＴの利活
用の促進と情報セキュリティの強化」では業務の効率化を推進するといった取組を推進してい
く。
また、職員個々のコンプライアンス意識を高めることを目的として、全職員を対象としたコン
プライアンス研修を継続的に実施していく。

組織について

所管課
人材育成に係る研修の実施による能力向上に努めてもらうとともに、必要に応じて市が実施し
ている人材育成研修の情報を提供していく。

○現状と将来のあるべき姿

人件費や物件費など管理経費の削減に向けた取組に加え、組織全体として、効率的、効果的な法人運営が求めら
れていることから、引き続き、事務の効率化による法人会計の経費削減や保有する資産を有効活用するととも
に、公益目的事業を補完する収益事業の拡充により、収益力の強化を図ることで、自主財源の確保に努める。

○今後の取組

団体
公共性、公益性が高い事業を安定的に実施するため、新たな財源の確保や事業の実施について
取り組む。
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＜今後の方向性＞

今
後
の
取
組

本公社の現状における課題等を十分に分析した上で、事業面、組織面及び財務面における
様々な課題を解決する必要がある。基幹事業である指定管理者事業については、継続的な
指定を受けるため、引き続き、競争力を高める取組を推進するとともに、新たな公共施設
の管理手法（ＰＦＩ事業等）にも積極的に参画したい。また、指定管理者事業以外の新た
な公益目的事業の創出に向けた取組に加え、緑化推進事業についても、市内のみどりの拡
充に資する事業等を継続していくため、補助金に代わる自主財源の確保や新規事業の実施
等が必要である。

所管課
緑化推進に係る新規事業、販売ルートの開拓を継続してもらい、職員の専門的な能力の向
上を目的として研修を実施してもらいたい。

経
営
上
の
課
題

団体

所管課
自主財源確保のため、引き続き収益事業の新規開拓に取り組み、収益の安定化及び向上に
努めてもらいたい。

団体

引き続き、公益財団法⼈として安定した事業運営を行うため、法人経営、事業運営を担う

人材の育成を図るとともに公社及び職員個々の専門性を高め、公益目的事業の維持・拡充
に取り組むことは元より、相模原市の施策と連動した公益性の高い事業を推進していく。
このため、公社が持つ経験やノウハウを活かすことができる事業やＰＦＩ/ＰＰＰなどの
新たな公共施設の管理手法への参加について積極的に取り組むなど、公社が果たすべき役
割を捉え、各種事業を推進していく。
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外郭団体改革推進計画の進行管理シート

業務の再編や更なる事業展開に取り組む

他の外郭団体との連携の推進及び事務事業の移管や統合を含めた効率的・効果的な事業
推進体制を検討する

団体名 公益財団法人相模原市まち・みどり公社

改革の方向性

外郭団体としての意義や使命を検証した上で、役割や機能を再整理し、より明確にする

◎　ＳＤＧｓの推進や脱炭素社会の実現、地域の資源を活かしたまちづくりの実現、地
　域の安全・安心の確保、シビックプライドの向上等、市と目指すべきまちづくりの方
　向性や課題等を共有し、市総合計画に掲げる６つの「目指すまちの姿」の実現に資す
　るため、時代に即した新たな事業を検討するとともに、求められる役割や機能を再整
　理し、収益事業の拡充及び開拓による収益力の強化及び自主財源の増収に取り組むこ
　とにより団体の経営の自立化を進める。

◎　業務の再編を進めるとともに、新たなまちづくり事業の展開を図ることにより、他
の外郭
　団体との横断的な事務事業の共同実施や人事交流等の連携のほか、事務事業の移管や
　統合を含めた効率的・効果的な事業推進体制を検討する。

◎　市が進める子育てしやすい環境づくりや活力あふれる地域振興に資する事業の実施
　など、指定管理者制度導入施設や団体が運営する施設の魅力向上につながる更なる事
　業展開を図る。

役割や機能の再整理と新たなまちづくり事業の検討取組項目

取組内容（市）

目標

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

・団体の機能役割の整
理
・新たな事業等の検
討、実施

・団体の機能役割の整
理
・新たな事業等の検
討、実施

新たな事業等の検討、
実施

・団体と目指すべきま
ちづくりの方向性の決
定
・団体が担うべきまち
づくりにかかる事業の
整理
・団体が担うべきまち
づくりにかかる事業の
整理を踏まえた出資の
取扱いの検討

団体が担うべきまちづ
くりにかかる事業の整
理を踏まえた出資の取
扱いの決定

新たな事業等の検討、
実施

令和７年４月１日現在
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・さがみはらＳＤＧｓ
ビジネス推進企業との
連携
・けやき会館利便性向
上のための各種サービ
スの実施

実績（団体）

取組内容実績（団体）

取組内容（団体）

・目指すべきまちづく
りの方向性を踏まえた
役割・機能の整理
・ＳＤＧｓの推進や脱
炭素社会の実現及びシ
ビックプライドの向上
等に資する新たなまち
づくり事業の検討・実
施
・けやき会館のより効
率的・効果的な管理運
営
・市民ロビー相模大野
のより効率的・効果的
な活用方策の検討
・ＰＦＩ事業など新た
な整備管理手法の検
討、活用

・ＳＤＧｓの推進、脱
炭素社会の実現及びシ
ビックプライドの向上
等に資する新たなまち
づくり事業の検討・実
施
・けやき会館のより効
率的・効果的な管理運
営
・市民ロビー相模大野
のより効率的・効果的
な活用方策の検討
・ＰＦＩ事業など新た
な整備管理手法の検
討、活用

・ＳＤＧｓの推進、脱
炭素社会の実現及びシ
ビックプライドの向上
等に資する新たなまち
づくり事業の検討・実
施
・けやき会館のより効
率的・効果的な管理運
営
・市民ロビー相模大野
のより効率的・効果的
な活用方策の検討
・ＰＦＩ事業など新た
な整備管理手法の検
討、活用

・ＳＤＧｓの推進、脱
炭素社会の実現及びシ
ビックプライドの向上
等に資する新たなまち
づくり事業の検討・実
施
・けやき会館のより効
率的・効果的な管理運
営
・市民ロビー相模大野
の新たな事業展開の実
施

・ＰＦＩ事業など新た
な整備管理手法の検
討、活用

・さがみはらＳＤＧｓ
ビジネス認証を受けた
民間企業と連携した不
用品回収ボックスの設
置
・けやき会館における
フリーＷｉ－Ｆｉの設
置や照明設備のＬＥＤ
化

実績（市）

・市の施策に係る情報
の提供
・収益事業の拡充及び
新たな事業の開拓当の
実施による収益力の向
上に向けた支援

取組内容実績（市）

市が実施している人材
育成研修や各組織体制
等の情報の提供

2



取組内容

ＳＤＧｓの推進や脱炭
素社会の実現等「人と
自然が共生するまち」
を目指すための新たな
緑化推進事業の検討・
推進

取組項目

緑化推進事業の拡大 緑化推進事業の拡大

緑化推進事業の新たな事業展開

緑化推進事業の拡大 緑化推進事業の拡大

ＳＤＧｓの推進や脱炭
素社会の実現等「人と
自然が共生するまち」
を目指すための新たな
緑化推進事業の検討・
推進

ＳＤＧｓの推進や脱炭
素社会の実現等「人と
自然が共生するまち」
を目指すための新たな
緑化推進事業の検討・
推進

ＳＤＧｓの推進や脱炭
素社会の実現等「人と
自然が共生するまち」
を目指すための新たな
緑化推進事業の検討・
推進

目標

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実績

取組内容実績

「相模大野ステーショ
ンピアノ」への共催や
「全国都市緑化かわさ
きフェア」の花壇出展
協力等

「第４１回全国都市緑
化かわさきフェア」の
相模原市出展花壇につ
いて、市内高等学校及
び相模原造園協同組合
と連携し、デザイン制
作から花壇施工及び維
持管理までを請け負っ
た。
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取組項目 指定管理者制度導入施設等の魅力向上

目標

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

既存事業の更なる事業
展開

既存事業の更なる事業
展開

既存事業の更なる事業
展開

既存事業の更なる事業
展開

実績

取組内容実績

・管理施設における利
用料金や自主事業の参
加料金のキャッシュレ
ス化
・公社が新たに構築し
て運用する「施設予約
システム」について、
総合体育館及び北総合
体育館へ導入
・ＳＮＳを活用した施
設ＰＲとして、ＬＩＮ
Ｅ、Ｆａｃｅｂｏｏ
ｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａ
ｍ、Ｘ等による各種の
情報発信に加え、ケー
ブルテレビ局、地元ラ
ジオ局、地域情報誌等
を活用して、管理施設
が実施する自主事業等
について情報発信の強
化に努めた。

取組内容

市の政策や地域の活性
化、市民ニーズ等を踏
まえた指定管理者制度
導入施設、団体が運営
する施設の更なる魅力
向上を図るための効果
的な運営及び更なる事
業展開の検討・実施

市の政策や地域の活性
化、市民ニーズ等を踏
まえた指定管理者制度
導入施設、団体が運営
する施設の更なる魅力
向上を図るための効果
的な運営及び更なる事
業展開の検討・実施

市の政策や地域の活性
化、市民ニーズ等を踏
まえた指定管理者制度
導入施設、団体が運営
する施設の更なる魅力
向上を図るための効果
的な運営及び更なる事
業展開の検討・実施

市の政策や地域の活性
化、市民ニーズ等を踏
まえた指定管理者制度
導入施設、団体が運営
する施設の更なる魅力
向上を図るための効果
的な運営及び更なる事
業展開の検討・実施

市民ニーズを捉えた魅
力ある自主事業の実施
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取組項目
新たなまちづくり事業を推進するために他の外郭団体との連携の推進及び統合などを含
めた効率的・効果的な事業推進体制の検討

取組内容

他の外郭団体との事務
事業の共同実施及び人
事交流等の連携方策並
びに事務事業の移管及
び統合を含めた効率
的・効果的な事業推進
体制の検討、協議、調
整

他の外郭団体との事務
事業の共同実施及び人
事交流等の連携方策並
びに事務事業の移管や
統合を含めた効率的・
効果的な事業推進体制
の検討、協議、調整

他の外郭団体との事務
事業の共同実施及び人
事交流等の連携方策並
びに事務事業の移管や
統合を含めた効率的・
効果的な事業推進体制
の検討、協議、調整

他の外郭団体との事務
事業の共同実施及び人
事交流等の連携方策並
びに事務事業の移管や
統合を含めた効率的・
効果的な事業推進体制
の方針決定

実績

取組内容実績

目標

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

効率的・効果的な事業
推進体制の検討

効率的・効果的な事業
推進体制の検討

効率的・効果的な事業
推進体制の検討

効率的・効果的な事業
推進体制の決定

年２回の総会及び相模
原市公益法人等経営協
議会主催研修への参加

相模原市公益法人等経
営協議会を通じた連携
強化
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取組内容実績

・過年度の剰余金を活
用した市営自転車駐車
場における入退場ゲー
トシステムの更新
・新たなバイク駐車場
の開設を見据えた用地
の購入
・安定的な賃料収入の
確保のため、直営駐車
場にカーシェアを導入
・花苗生産センターの
販路拡大の一環とし
て、県立公園や民間事
業者への大口販売を実
施

取組項目 経営基盤強化のための収益力の強化

取組内容

・直営駐車場の料金見
直しの検討
・新たな直営駐車場の
開設に向けた用地の確
保に向けた調査・検討
・花苗センターの販路
拡大及び販売品種の拡
充
・新たな収益事業の調
査、検討

・直営駐車場の料金見
直しの実施
・新たな直営駐車場の
開設に向けた用地の確
保検討
・花苗センターの販路
拡大及び販売品種の拡
充
・新たな収益事業の調
査、検討

・新たな直営駐車場の
開設に向けた用地の確
保検討
・花苗センターの販路
拡大及び販売品種の拡
充
・新たな収益事業の調
査、検討

・新たな直営駐車場の
開設に向けた用地の確
保検討
・花苗センターの販路
拡大及び販売品種の拡
充
・新たな収益事業の調
査、検討

実績
経営基盤の強化を図る
ことを目的に各種の収
益事業を展開した

目標

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

収益力の強化 収益力の強化収益力の強化 収益力の強化
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令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

職員の能力向上 職員の能力向上 職員の能力向上 職員の能力向上

・人材育成方針の策定
に向けた検討
・みどりの専門技術を
持つ職員の継続雇用
・法人運営及び労務管
理に関する研修、相模
原市が主催する階層別
研修等への職員派遣

実績

取組内容実績

取組内容

・人材育成方針の策定
・新たな事業展開を図
るための専門性のある
人材等の計画的な採用
及び継続雇用の推進
・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修や人事交流
の検討、実施

・新たな事業展開を図
るための専門性のある
人材等の計画的な採用
及び継続雇用の推進
・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修や人事交流
の検討、実施

・新たな事業展開を図
るための専門性のある
人材等の計画的な採用
及び継続雇用の推進
・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修や人事交流
の検討、実施

・新たな事業展開を図
るための専門性のある
人材等の計画的な採用
及び継続雇用の推進
・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修や人事交流
の検討、実施

目標

人員配置、ＩＣＴの利
活用、働きやすい環境
の整備などについて実
施や検討を行った。

取組項目 人材の確保・育成の強化
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自

立

性

収

益

性

4,823 0 0 0 0 

安
全
性

効
率
性 43.5% 45.1%

87.7% 87.7% 88.7% 87.9% 88.6%

79.4%

1.9%

77.6%

75.6%

-0.4%

78.9%

85.2%

固定長期適合率 75.9% 77.0% 79.1% 79.9% 82.6%

そ
の
他

固定比率 79.3% 80.1%

4,515,194 

流動比率

経常比率

管理費率

人件費率

360.4% 337.2% 338.0% 305.6% 281.6%

105.7% 99.5% 95.8% 96.1% 94.9%

3.1% 2.7% 2.7% 1.0% 1.3%

人件費

補助金

交付金

負担金

当期一般正味財産期首残高

当期一般正味財産期末残高

4,849,084 4,948,868 4,861,732 

4,948,868 4,861,732 4,712,954 

負債・正味財産合計

当期正味財産
増加額 99,784 

負債合計

5,881,519 

1,513,571 

4,030,918 

正味
財産

正味財産合計 5,155,447 

177,154 

管理費

4,087,283 

5,881,519 

497,896 

令和６年度令和４年度

貸
借
対
照
表

単位：千円

489,839 

5,782,199 5,544,489 5,505,388 

(87,136) (148,778)

当期一般正味財産増減

当期指定正味財産増減

経常収益

経常費用

公益目的事業費

収益事業費

管理費

当期経常増減額

収益合計

費用合計

収益事業比率 19.5% 18.7% 20.3% 22.3%

自己資本比率

42.6% 42.6% 40.7%

77.5%

54.4%

-1.8%

77.1%

47.0%

-2.2%

71.2%

27.8%

71.8%

-1.9%

81.9% 82.8%

市への財政依存度

総資本経常利益率

公益目的事業比率

175,188 

665,027 609,510 

5,544,489 

固定資産

資産合計

流動負債

206,578 

4,057,945 

5,782,199 

0 0 

0 0 

52,572 

206,578 

47,650 52,310 

101,955 85,052 25,424 262 

1,497,083 

4,008,305 

5,505,388 

447,802 

0 0 

1,310,313 

4,020,970 

5,331,282 

465,362 

144,149 

1,724,254 

1,582,719 

(97,411)

1,503,393 

49,215 

1,455,119 

419,916 

1,967,918 

1,887,251 

(84,054)

1,604,472 

1,909,146 

610,883 

(118,589)99,784 

0 

339,790 

48,998 

1,479,152 

387,057 

(17,049)

1,729,343 

814,729 778,307 

(148,778)

0 

(79,172)

(89,937)

1,829,794 1,823,718 

1,891,138 

95,573 

1,839,428 

4,712,954 4,633,782 

4,633,782 

1,804,845 

令和２年度 令和５年度令和３年度

1,824,141 1,502,287 1,828,930 

228,176 

1,794,236 

1,804,845 

1,882,348 

(87,136)

202,531 

0 

511,357 

1,338,220 

336,108 

56,450 

1,431,494 

1,814,137 

18,706 

1,126,153 

440,110 

19,902 

1,814,244 1,725,277 

132,702 73,074 

47,650 47,650 

市
の
援
助
・
市
費
受
入
状
況

事業費

指定管理施設持続化支援事業

198,458 149,605 

50,200 

1,252,846 1,206,519 委託料（指定管理料含む）

資産

負債

流動資産

206,578 

726,072 

792,672 772,888 

固定負債

基本金

外郭団体の財政状況調書（公益法人版）

団体名 公益財団法人相模原市まち・みどり公社

8,917 8,294 8,433 8,264 

1,172,018 910,777 648,365 

6,303 

0 

713,888 

5,331,282 

(118,589)

624,956 

206,578 

143,435 

206,578 

(79,172)

5,068,311 4,919,533 4,840,361 4,721,772 


